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研究成果の概要（和文）：本研究では、空項の中でも空主語現象に焦点を置き、上級日本語を外国語・第二言語
として習得する英語母語話者30名、中国語母語話者30名、韓国語母語話者30名の計９０名と、統制群としての日
本語母語話者３０名を対象に、空主語の認識と生産に関する実験調査を行った。調査の結果、認識に関しては、
英語・中国語母語の二つのグループが日本語母語統制群と比べて有意差があったが、生産に関しては、文の種類
によって英語・中国語・韓国語母語のそれぞれのグループで統制群との有意差が観察された。これらは、
Miyagawa (2017)の一致素性の類型論やBaker (2008)のマイクロパラメータにより説明できると考えられる。

研究成果の概要（英文）：We conducted experiments for null subjects in L2 Japanese. The experiments 
consisted of two tasks: one was to identify the referent of the subject, and the other was to judge 
the acceptability of overt versus null subjects in context. The results for Chinese, English, and 
Korean advanced learners of L2 Japanese (n=90) were compared to those of Japanese native speakers (n
=30). Interestingly, there is a significant difference for the identification task between those in 
Chinese/English groups and in the control group. However, the results for the acceptability judgment
 task do not display the expected dichotomy but require more language specific accounts depending on
 the sentence types. These findings show that their L1 knowledge impinges on the Chinese and English
 learners’ performance, which supports Miyazawa’s (2017) typology on feature agreement. The 
acceptability task results can be explained partly from the viewpoint of the effect of 
micro-parameters (Baker 2008).

研究分野： 言語学

キーワード： 空主語　第二言語習得　日本語教育
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１．研究開始当初の背景 
	 英語などの言語とは異なる日本語の特徴
の一つとして、適切なコンテクストがあれば、
主語や目的語などのいわゆる項 (argument) 
が省略できるという現象がある。これは
radical/discourse pro-drop と呼ばれる言語
の特徴であり、これまで理論言語学、言語類
型論、言語習得の分野で中心的なトピックと
して扱われてきた。例えば、生成文法の枠組
みにおける第二言語習得 (GenSLA) 研究で
は、Rothman (2009)、Sorace & Filiaci (2006) 
などにおいて、ロマンス語系の言語について
は広く論じられているが、日本語についての
研究に関して言えば、Yamada (2009)、
Okuma (2012)などに限られ広くは論じられ
ていない。また、外国語としての日本語教育
の観点からも、上級学習者であっても適切な
省略は困難であるという小柳 (2004) の指摘
があるが、教科書での同現象についての体系
的な説明はほとんど見当たらないのが現状
である。 
	 そこで、Kizu (2013)、Kizu & Yamada 
(2013a, b) は、空項現象の中でも述語による
主語制約のある主文主語（１人称と２人称）
に焦点を置き、外国語・第二言語としての日
本語を学ぶ学習者の空主語習得に関する実
験調査を行った。その結果、初級学習者は主
語制約のある空主語の認識が困難であるが、
上級学習者は日本語母語話者と類似した認
識を習得していることがわかった。さらに上
級学習者は、主語制約のある文の空主語を日
本語母語話者よりも過剰に使用する傾向に
あることが明らかとなった。 
 
２．研究の目的 
以上の先行研究から、（１）と（２）を本研
究の課題とした： 
 
（１）	 主語制約のある空主語の方が制約の

ない空主語よりも習得困難であるの
は、単に主語の人称によるものなの
か、あるいは人称に関係なく別の理
由 (例えば、インターフェイスに関わ
るからという理由; Platzack 2001, 
Sorace & Filiaci 2006) によるもの
なのか。 

（２）	 空主語の過剰生成に関して、母語に
よる影響は考えられるか。また、母
語の違いによる習得の差がないとす
れば、より一般的な言語（習得）の
原理によるものなのか  (例えば、
Avoid Pronoun (Chomsky 1981)な
ど)。 

 
（１）については、これまで扱ってこなかっ
た３人称主語で制約のある述語文を実験文
に加え、１人称、２人称だけでなく３人称の
主語でも述語による主語制約がない文と比
較できるようにした。（２）については、
pro-drop 現象に関して類型論的に日本語と

類似していると考えられる韓国語と中国語、
それから pro-drop を許さないとしている英
語を母語とする上級日本語学習者を研究対
象とすることで、上記課題の解明に取り組ん
だ。 
 
３．研究の方法 
	 （１）（２）の課題に答えるため、以下の
種類の述語を含む文を実験文として使用し
た。	 
	 
I.   主語が一人称に制限される述語:a.

話者の意向（「〜ようと思います」）
と話者の b.内的心理状態を表もの
（「頭が痛い」「〜たいです」など）	 

II.   主語が二人称に制限される述語：a.
禁止（「〜ないでください」）と b.依
頼（「〜てください」）	 

III.   主語が三人称に制限される述語：a.
伝聞（「〜そうです」）と b.願望（「〜
たがっています」）	 

IV.   主語の人称に述語による制約がなく、
文脈に依存しているもの（文脈上、
a.一人称、b.二人称または c.三人称
になるもの）	 
	 

	 I〜IV の例文を使用し、空主語の習得に関
する２種類の実験を行った。一つは会話文中
での空主語が指し示す人称を選択するテス
ト（タスク１）で、パワーポイントを用い音
声を聞きながら会話文もスクリーン上に提
示して回答を選択させた。実験文の数は I〜
III がそれぞれ６（a と b それぞれ３ずつ）、
IV は１８（a,	 b,	 c それぞれ６ずつ）の合計
３６文である。	 
	 
表 1：タスク１実験文の内訳	 

	 数	 文の種類（数）	 

I	 6	 意向(3)、内的心理(3)	 

II	 6	 禁止(3)、依頼(3)	 

III	 6	 伝聞(3)、願望	 (3)	 

IV	 18	 １人称(6)、２人称(6)、３人称(6)	 

	 
	 もう一つは、会話文中で主語を省略した場
合と省略しなかった場合での文脈における
当該文の容認度を-2 から+2 のスケールで判
断するテスト（タスク２）である。実験文数
は、I、II、III がそれぞれ８（それぞれ省略
主語、非省略主語文が４ずつ）、IV が２４（そ
れぞれ省略主語文と非省略主語文１２ずつ）
の合計４８文とした。	 



表 2：タスク２実験文の内訳	 

	 数	 主語

省略	 

述語（数）	 

I	 8	 あり	 
なし	 

意向(2)、内的心理(2)	 
意向(2)、内的心理(2)	 

II	 8	 あり	 
なし	 

禁止(2)、依頼(2)	 
禁止(2)、依頼(2)	 

III	 8	 あり	 
なし	 

伝聞(2)、願望	 (2)	 
伝聞(2)、願望	 (2)	 

IV	 24	 あり	 
なし	 

１人称(4)、２人称(4)、３人称(4)	 

１人称(4)、２人称(4)、３人称(4)	 

	 
	 以下は主語が一人称となる場合のタスク
１とタスク２の実験文例である。	 
	 
タスク１の例	 

山田：あ、田中さん。明日は休みですね。	 
	 	 	 川口さんと海に行きましょう。	 
田中：そうですねえ・・・でも、明日は	 	 
	 	 	 映画を観に行こうと思います。	 
山田：そうですか。まあ、映画も	 
	 	 	 おもしろいでしょうね。	 
	 
質問	 映画を観に行くのはだれですか？	 
	 
回答	 わたし（田中）	 
	 	 	 あなた（山田）	 
	 	 	 かれ・かのじょ（川口）	 

	 
タスク２の例	 

山田：田中さん。川口さんが田中さんの	 
	 	 	 ことを心配していましたよ。	 
田中：そうですか。実は今から	 

(a)  病院へ行こうと思います。	 
-2	 	 -1	 	 0	 	 +1	 	 +2	 	 

(b)  わたしは・が病院へ行こうと	 
思います。	 
-2	 	 -1	 	 0	 	 +1	 	 +2	 	 

山田：そうですね。それがいいでしょう	 
	 	 	 ね。	 

	 
また、これらの実験に先立ち、研究全体の説
明と実験実施に関わる倫理的説明を行った
上で、同意書への署名、学習歴や現在の学習
状況等を問うアンケートも実施した。さらに
日本語検定試験 N2 または N1 に合格していな
い協力者には日本語力を測るテストを行い、
上級以上のレベルであることを確認した。	 
	 実験調査は、国内の６大学と韓国、英国の
５大学で行い、大学で日本語を専攻する９６
名の参加者のうち、語学力や母語などの設定
した条件に合致しなかった６名を除く９０
名（中国語母語、韓国語母語、英語母語の学
習者それぞれ３０名）を研究対象とした。ま
た、統制群としての日本語母語話者について
は、国内の２大学で同様の実験を行い、日本
語学習者グループと同数の大学学部生３０
名分の実験結果を対象とすることとした。そ
の他の情報については、表３を参照されたい。	 
	 

表 3：実験調査協力者	 

母語	 人

数	 

平均

年齢	 

日本語力

内訳	 

平均日本

滞在期間

（月）	 

韓国語	 30	 21.7	 N1=19	 
N2=11	 

13.1	 

中国語	 30	 22.1	 N1=17	 
N2=13	 

8.8	 

英語	 30	 23.0	 N1=	 9	 
N2=21	 

12.8	 

日本語	 30	 19.2	 -----	 -----	 

	 
４．研究成果	 
	 以下の表は、タスク１の実験結果を人称と
母語別に集計したものである。なお、文タイ
プの各コラムの左側は正答率の平均（％）、
右側は全 90 問または 180 問中の正答数であ
る。	 
	 
表 4.1：タスク１（１人称主語）結果	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
表 4.2：タスク１（２人称主語）結果	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
表 4.3:タスク１（３人称主語）結果	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 タスク２は、どの例文も主語を省略するか
しないかのどちらかの回答が期待されてい
るため、タスク２の例で示された(a)がマイ
ナスである場合は(b)はプラスに、(a)がプラ
スの場合は(b)はマイナスになる。従って、
協力者の回答を分析する際、期待された回答
で(a)と(b)が反対の値になっている場合の
み１の値を付与し、どちらかが期待された回
答であっても(a)と(b)が反対の値になって
いない場合は回答に一貫性がないと考えて 0
として集計した。以下は、それぞれの母語グ
ループの平均値をまとめたものであるが、１
の値に近いものが、より期待された判断を行
っているということを意味する。	 



	 
表 5.1:	 タスク２	 韓国語母語話者の結果	 
	 
	 
	 

	 
	 
表 5.2:	 タスク２	 中国語母語話者の結果	 
	 
	 
	 

	 
	 
表 5.3:	 タスク２	 英語母語話者の結果	 
	 
	 
	 

	 
	 
表 5.4:	 タスク２	 日本語母語話者の結果	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 さらに、これらの結果に統計処理を施し、
学習者グループが統制群である日本語母語
話者とどのような差異が見られるのかを調
べた。	 
	 まず、タスク１については、１人称制限あ
り（内的心理述語文）に関して、英語母語話
者グループと統制群の結果に有意差が観察
された（F(3,116)=4.25,	 p<.01,	 p<.05）。ま
た、１人称制限なしの文に関しては、中国語
母語話者グループ（p=.000）と英語母語話者
グループ（p=.001）の結果が統制群の結果と
有意差があった（F(3,116)12.02,	 p=.000）。
さらに、２人称制限あり（禁止文）に関して、
中国語母語話者と統制群の結果に有意差が
見られた（F(3,116)=6.07,	 p=.001,	 p=.000）。	 
	 タスク２については、１人称制限あり（意
向；主語省略）文に関して、韓国語母語グル
ー プ と 統 制 群 の 結 果 に 有 意 差 が あ り
（F(3,116)=3.49,	 p<.05,	 p<.05）、２人称制
限あり（禁止；主語非省略）の文において、
中国語母語グループと英語母語グループの
結果が統制群の結果と有意差があった
（F(3,116)=5.58,	 p=.001,	 p=.01）。さらに、
３人称制限なし（主語省略）文においても、
中国語母語話者と統制群の結果に有意差が
観察された（F(3,116)=6.82,	 p=.000,	 p<.05）。	 
	 以上のことから、タスク１での調査項目で
ある省略主語が指し示すものが誰であるか
については、韓国語母語話者は統制群と差異
はなかったが、英語と中国語母語話者は、い
くつかの項目に関して、統制群と差異がある
ことが明らかとなった。また、タスク２での
主語を省略するか否かの判断については、あ
る項目について英語・中国語母語話者がとも
に統制群と差異があることがわかった。	 

	 これまで、中国語と韓国語、日本語は radical 
pro-drop の言語として論じられてきたが、本
研究の実験結果では、むしろ中国語母語話者
グループは英語母語話者グループの振る舞
いと類似しており、このことはこれまでの
pro-drop パラメータや主語省略に関する類型
論では説明することはできない。しかし、近
年の研究（例えば長谷川 2009 など）で、日
本語の人称制限には「一致」が関わっている
こと、さらに、中国語は一致に関しては、日
本語ではなく英語と同じ範疇に属するとい
う提案がなされている（Miyagawa	 2017;	 
Typology under Strong Uniformity）。この観点
から言えば、本研究の実験結果はこれらの理
論を支持する証拠を提出しており、第二言語
習得における主語省略現象研究の新たな切
り口を見出す役割を果たしたと考えられる。
一致の類型論で説明できない事実について
は、今後ミクロパラメータ（cf.	 Baker 2008）
などの立場からも検証していきたい。	 
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